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雇用情勢 関す 点検評価 い  

海 用 人材対策基 計画 就業や求人 求職 状況等 点検 目 齢層や

性別 産業別 地域別 比較 用情勢等 点検評価 行う 般 和 3 分

い  

  

 就業者等 状況 

 

 労働力人口 就業者 状況  

■15歳 人口 労働力人口 就業者数 完全失業者数 推移 

＜図表 1-1＞ 

和 3 15歳 人口 464万
人 男性 216万人 女性 247万人 前

比 2 万人 減少 男性▲1 万人 女
性🔺2万人  

15歳 人口 就業者 完全失業
者 合わ 労働力人口 和 3

268万人 男性 147万人 女性 121万人
前 比 2 万人 減少 男性🔺2 万

人 女性🔺1万人  

就業者数 260万人 男性 143

万人 女性 117万人 前 比 2万
人 減少 男性🔺1万人 女性🔺1万人
完全失業者数 8 万人 男性 5 万人

女性 3 万人 前 数 男女 数
 

さ 家事や通学 非労働力人
口 15歳 人口 う 就業者 完全失
業者 外 者 和 3 195 万人
男性 69万人 女性 127万人 前

比 1万人 減少  

 

                              

 

 
＜図表 1-2 1-3＞ 

就業率 15歳 人口 占 就業者 割合 和 3 56.1％ 前 比 0.1 ント

2 連 前 回 結果 全国 均(60.4％) 4.3 ント く

全国 均 い状況 い い  

 一方 完全失業率 労働力人口 占 完全失業者 割合 和 3 3.0％ 前 率
全国 均 2.8％ 0.2 ント高く 全国 均 高い状況 い い  

 齢階層別 就業率 15-19歳 20-24歳 齢階層 全国 均 高い 25-29

歳 4.3 ント 60-歳 3.4 ント く 差 見  

15歳 上人口

492万人( ク H16)
15歳 上人口

464万人(R3)

労働力人口 268万人(R3)

就 業 者 数 260万人 R3)

完全失業者 8万人 R3
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 和 3 15歳 人口 労働力人口 就業者数 前 比 2万人減少し
完全失業者数 8万人 前 数 た  

 
 就業率 56.1％ 前 比 0.1 イント低 し 全国 均 60.4% 低い状
況 続い い また 完全失業率 3.0％ 前 率 全国 均 2.8％ 高
い状況 続い い  

 
 男性 就業率 66.0% 前 比 0.3 イント低 し 女性 就業率 47.5% 前

率 男性女性 全国 均 低い状況 続い い 人口減少 続
く中 就業者数 10 前 比 増加し 男性女性 高齢者 就業者 大
く増加し い  

 
 産業別 就業者数 卸売業 小売業 医療 福祉 建設業 順 多く い  

就業者数 

完全失業者数 
19 万人( ク H15) 

出典 総務省 労働力調査  

万人 

＜図表 － ＞ 

非労働力人口 
195 万人 R3  労働力人口 

就業者＋完全失業者  
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■就業率 完全失業率 推移              ■ 齢階層別 就業率 和 3  

 

■ 齢階層別就業率 完全失業率 推移 

＜図表 1-4＞ 

 和 3 起点 5 前 成 28

10 前 成 23 就業率 完全失業

率 推移 見 就業率 い 全

齢階層 い 10 前 昇 特

20-24 歳 若 層や 60-64 歳 高 齢階層

い 9 ント 昇 い  

完全失業率 15-19 歳 H23:失業率

算出 30-34歳 外 齢階層 い 10

前 特 20-29 歳や 40-44

歳 65歳 齢階層 い 2 ント

改善 見  

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 男性 就業状況  
 

■就業率 完全失業率 推移 過去 10        ■ 齢階層別 就業率 和 3  
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＜図表 1-5 1-6＞ 

男性 就業率 和 3 66.0% 前 比 0.3 ント 2 連 前 回
結果 全国 均 69.1％ 3.1 ント く 全国 均 い状況

い い  

一方 完全失業率 和 3 3.3％ 前 比 0.3 ント 昇 2 連 前 回
結果 全国 均 3.1％ 比 0.2 ント  

齢階層別 就業率 20-24歳 60-64歳 除く 齢階層 全国 均 く 特 25-

29歳 35-39歳 65歳 齢階層 2.5 ント く い  
 
■ 齢階層別就業率 完全失業率 推移 

＜図表 1-7＞ 

 和 3 起点 5 前 成 28

10 前 成 23 男性 就業率 完全
失業率 推移 見 就業率 い 10

前 比 20-24 歳や 60 歳 齢階層
い 大 く 昇 い 20-24歳 9.4

ント 60-64 歳 15.7 ント 65 歳
9.7 ント 15歳 人口 10

間 9 万人減少 H23:225 万人→R3:216 万人
就業者数 4万人減少 H23:147万人→R3:143

万人 い 65歳 人口 10 間
15万人増加 H23:56万人→R3:71万人 就業
者数 10 万人増加 H23:12 万人→R3:22 万人

高齢 進展 働く高齢者
大幅 増加 見  

 完全失業率 い 齢階
層 成 23 一部 齢階層 失業率 算出
さ い い 10 前 比

特 65-歳 5.0 ント 大
改善 見  

 
 

 女性 就業状況  

■就業率 完全失業率 推移 過去 10        ■ 齢階層別 就業率 和 3  

＜図表 1-8 1-9＞ 

 女性 就業率 和 3 和 2 47.5% 和 3 全国 均 52.2%

和 2 4.7 ント高く 差 開い い  

一方 完全失業率 和 3 2.7％ 前 比 0.2 ント 結果
全国 均 2.5％ 0.2 ント高く 全国 均 高い状況 い い  

齢階層別 就業率 15-19 歳 全国 均 高く い ほ 総 全国 均
く 特 25-29歳 5.9 ント 40-44歳 3.7 ント く い  
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■ 齢階層別就業率 完全失業率 推移 

＜図表 1-10＞ 

 和 3 起点 5 前 成 28

10 前 成 23 女性 就業率 完全
失業率 推移 見 就業率 い 全

齢階層 い 10 前 昇
特 30-34歳 17.2 ント 40-44歳 11.3

ント 44-49 歳 10.3 ント 昇
30 40 就業率 Ｍ

字 大 改善 見  

15歳 人口 10 間 10万人
減少 H23:257 万人→R3:247 万人 い
就業者数 7万人増加 H23:110万人→R3:117万
人 中 65歳 就業者数 8万
人増加 H23:7万人→R3:15万人 男性
様 働く高齢者 大幅 増加 見  

 完全失業率 い 齢階
層 成 23 一部 齢階層 失業率  

算出さ い い 10 前 比  

い  
 

 
 

産業別 就業者数 推移  
■産業別 就業者数 推移 

 

 

＜図表 1-11＞ 

 和 3 産業別 就業者数 卸売業 売業 44万人 医療 福祉 41万人 建設業
21万人 製造業 20万人 多く 5 前 成 28 比較 医療

福祉 3万人 公務( 分類さ 除く) 2万人 産業全体 4万人増加 一方
漁業 3万人減少 用 皿 い 産業 変 見  

 5 前 比 女性 医療 福祉 2万人増加 い 就業者数 増加 主 女性
占 医療 福祉 主 皿 い   

H28( ) R3( ) ( )-( ) H28( ) R3( ) ( )-( ) H28( ) R3( ) ( )-( )

農 業 林 業 12万人 14万人 2万人 8万人 8万人 5万人 6万人 1万人

漁 業 4万人 1万人 ▲ 3万人 3万人 1万人 ▲ 2万人 2万人 0万人 ▲ 2万人

鉱業 採 石業 砂 利採 業 0万人 0万人 0万人 0万人 0万人 0万人

建 設 業 21万人 21万人 19万人 18万人 ▲ 1万人 3万人 3万人

製 造 業 21万人 20万人 ▲ 1万人 13万人 13万人 7万人 7万人

電気 熱供給 水 業 1万人 1万人 1万人 1万人 0万人 0万人

情 報 通 信 業 5万人 6万人 1万人 4万人 4万人 1万人 2万人 1万人

運 輸 業 郵 便 業 14万人 13万人 ▲ 1万人 12万人 11万人 ▲ 1万人 2万人 2万人

卸 売 業 売 業 43万人 44万人 1万人 20万人 21万人 1万人 23万人 22万人 ▲ 1万人

金 融 業 保 険 業 5万人 5万人 2万人 2万人 3万人 3万人

動 産 業 物 品 賃 貸 業 5万人 5万人 3万人 3万人 2万人 2万人

学術研究 専門 技術サ 業 7万人 7万人 5万人 5万人 2万人 3万人 1万人

宿 泊 業 飲 食 サ 業 16万人 17万人 1万人 6万人 6万人 10万人 10万人

生活関連サ 業 娯楽業 11万人 9万人 ▲ 2万人 5万人 4万人 ▲ 1万人 6万人 6万人

教 育 学 習 支 援 業 12万人 12万人 6万人 6万人 6万人 7万人 1万人

医 療 福 祉 38万人 41万人 3万人 11万人 11万人 28万人 30万人 2万人

複 合 サ 事 業 4万人 3万人 ▲ 1万人 2万人 2万人 1万人 1万人

サ 業( 分類さ い ) 20万人 20万人 11万人 11万人 9万人 9万人

公務( 分類さ 除く) 14万人 16万人 2万人 11万人 13万人 2万人 3万人 4万人 1万人

分 類 能 産 業 3万人 3万人 1万人 2万人 1万人 1万人 2万人 1万人

合 計 256万人 260万人 4万人 143万人 143万人 113万人 117万人 4万人

男女計 男性 女性

21.9 

70.5 

77.7 76.0 
74.1 74.5 

77.0 
74.6 

72.6 

57.1 

15.0 

3.6 
4.4 

2.1 
2.8 

3.9 

2.6 2.8 
2.3 

2.9 1.3 

0

5

10

15

20

25

30

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

1 5 -

1 9

2 0 -

2 4

2 5 -

2 9

3 0 -

3 4

3 5 -

3 9

4 0 -

4 4

4 5 -

4 9

5 0 -

5 4

5 5 -

5 9

6 0 -

6 4

6 5 -

出典 総務省 労働力調査  

％ 

％ ＜図表 － ＞ 

＜図表 － ＞ 

就業率 軸 %  

完全失業率 右軸 %  

R3 

H23 H28 

R3 

H23 

H28 

出典 総務省 労働力調査  



- 5 - 

 

 求人 求職 状況 

 

 間 効求人倍率等 状況  
 

■ 間 効求職者数 間 効求人数 間 効求人倍率 度 均値 推移 

 

＜図表 2-1＞ 

間 効求人倍率 新規学卒 除 トタ 含 常用計原数値 和 3 度 0.98 倍

前 度 比 0.02 ント 昇 2 連 1倍 回 全国 均 1.05

倍 0.07 ント く 全国 均 い状況 い い  

 求人 求職 状況 間 効求人数 度 均値 83,390人 前 度 比 5,856人

増加 前 度比 7.6％増 3 ぶ 増加 間 効求職者数 度 均値 84,776人

前 度 比 3,593人 増加 前 度比 4.4％増 2 連 増加 間 効求人倍率 前 度

比 昇  

 間 効求人倍率 成 22 度 着実 昇 い 和 2 度 転 和 3

度 昇 海 労働局 和 3 度 用情勢 新型コ ウ 感

染症 影響 い 依然 厳 い状況 あ い  
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0.35倍
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1.11倍
1.17倍

1.19倍

0.96倍 0.98倍

0.97 

0.73 

0.42 
0.51 

0.62 

0.74 

0.87 

1.00 1.11 

1.25 

1.38 
1.46 

1.41 

1.01 1.05 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

0

5
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15

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

求人 求職者数 万人

間 効求人数 間 効求職者数 効求人倍率( 有効求人倍率(全国

 間 効求人倍率 和 3 度 0.98倍 前 度 比 0.02 イント 昇した
2 連続 倍 回 雇用情勢 新型コロナウイルス感染症 影響 続

い 依然 し 厳しい状況 あ  
 
 新規求人数 正社員 非正規社員 35.5万人 前 度 比 2.2万人増加し 新規
求職者数 新規求職申込件数 19.7万人 前 度 19.7万人 比 減少
た 新規求職者 前 度 比 減少した 新規求職者 うち 事業主
都合 離職者 前 度 比 大幅 減少し い  

 
 雇用保険 資格喪失者 うち 事業主都合 離職者 約 1.3万人 前 度 比

約 5 千人 減少 資格喪失者 占 事業主都合離職者 割合 5.0％ 低
す 労働者 希望 い離職 減少し い  

 
 職種別 効求人倍率 5 前 比 保安 建設 採掘 昇し い 一
方 事務 や 軽作業 引 続 1倍 回 求人･求職 ス チ 起こ
い  

 
 圏域別 効求人倍率 幌圏や 南圏 全 均 低く 大都市圏

低く 地方部 高い傾向 見 効求人倍率 1倍 回 地域 あ 一方
1.2倍 超え 地域 あ 地域 差 見  

 

出典 海 労働局 タ  

求人倍率 倍  
＜図表 － ＞ 
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 求人 状況  
 
■新規求人数 正社員 非正規社員 推移       ■新規求人数 充足数 充足率 推移 

 
 
 

＜図表 2-2 2-3＞ 

新規求人数 社員 非 規社員 和 3 度 35.5万人 前 度 比 2.2万人増加 6.5％

増 う 社員求人数 17.7万人 前 度 比 1.2万人 増加 7.1％増 非 規社

員求人数 17.8万人 前 度 比 .0万人 増加 5.8％増  

新規求人 占 社員求人 割合 和 3 度 49.9％ 前 度 比 0.3 ント

昇  

新規求人 対 充足率 和 3 度 12.5％ 前 度 比 1.2 ント

新規求人 増加 一方 求人 対 充足 あ 進 い い状況 い い  
  

 求職 状況  
 
■新規求職者数 在職 離職 無業者 推移      ■新規求職者数 就職数 就職率 推移 

 

＜図表 2-4 2-5＞ 

新規求職者数 新規求職申込件数 和 3 度 10 連 前 度 回 和 2 度

数 19.7万人 い 新規求職者 求職時点 状態 職状態 あ 者

13.1万人 う 事業主都合 職 3.7万人 自己都合 職 8.8万人 前 度 比 0.5万人

減少 3.1％減 中 事業主都合 職 前 度 比 大幅 減少 い 6,643

人減 前 度比 15.3％減  

新規求職者 就職 示 就職率 和 3 度 22.7％ 前 度 比 0.5

ント減少 就職数 い   
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出典 海 労働局 タ  出典 海 労働局資料  
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新
規
求
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者
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計 

＜図表 － ＞ 

＜図表 － ＞ ＜図表 － ＞ 

非 規社員求人 

規社員求人 

新規求人数 

充足数 

＜図表 － ＞ 
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 雇用保険資格取得 資格喪失 状況  
 
■雇用保険被保険者数 推移 被保険者数 資格取得者数 資格喪失者数

 

 

＜図表 2-6 2-7＞ 

用保険 被保険者数 和 3 度 和 4 3 時点 約 139.1万人 前 度 時点
比 微減 用保険 資格 得者数 約 25,8万人 前 度 比 約 1.0万人 減

少 資格喪失者数 約 25.0万人 前 度 比 約 0.1万人 増加  

用保険 資格喪失者 う 事業主都合 職者 約 1.3万人 前 度 比 約
0.5万人 減少 資格喪失者 占 事業主都合 職者 割合 5.0％ 前 度 比 2.0

ント 労働者側 希望 い 職 和 3 度 減少 い  
 
■雇用保険適用事業所数 推移 

＜図表 2-8＞ 

和 2 度 用保険 適用事業所数

100,301 事業所 前 度 比 845 事業所増加

最近 新規適用事業所数 保

険関 消滅事業所数 回 状況 い い

コ 禍 経営状況 悪 懸念さ

状況 注視 必要 あ  

 

 

 職種別 効求人倍率 状況  

■職種別 効求人倍率 推移 成 28 度 和 3 度 比較  

＜図表 2-9＞ 

和 3 度 起点 5 前 成 28 度 職種別 効求人倍率 比較 職種合計
成 28 度 1.04 倍 和 3 0.98 倍 0.06 ント い 管理

サ 外 職種 5 前 比 効求人倍率 昇 い  

特 成 28 度 い 求人倍率 高 建設 採掘 2.62倍 3.77倍 大 く 昇
い 一方 事務 や 軽作業 引 倍 回 職種 求人倍率 偏

見 求人 求職 合わ チ 起 い  

※サ 家庭生活支援 護 保健医療 生活衛生 接 給  

うち 業主都合離職

H29 人  . 人  . 人  . 5.9%

H30 人  ▲ . 人 ▲ . 人  ▲ . 5.4%

R1 人  . 人 . 人  ▲ . 5.4%

R2 267,641人   (🔺8.7) 人 ▲ . 人  . 7.0%

R3 258,140人   (🔺3.5) 人 . 人  ▲ . 5.0%

度 資格取得者数

資格喪失者に対する

業主都合離職の構成比

％

資格喪失者数

度 
保険関 新規成
立事業所数 

保険関 消滅事
業所数 

度 保険 
適用事業所数 

H28 4,260事業所  3,670事業所  98,210事業所  

H29 4,285事業所  3,718事業所  98,942事業所  

H30 3,831事業所  3,815事業所  99,171事業所 

R1 3,985事業所  3,609事業所  99,456事業所 

R2 4,214事業所  3,266事業所  100,301事業所 
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※( ) 対前 度増減比 

＜図表 － ＞ 

＜図表 － ＞ 

＜図表 － ＞ 

＜図表 － ＞ 

出典 厚生労働省 用保険事業 報  
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 地域別 求人 求職 状況  
 
■圏域別 求人 求職 効求人倍率 和 3 度  

＜図表 2-10＞ 

 圏域別 効求人倍

率 幌圏 0.86倍

圏 0.74倍

全 均 0.98倍

く

圏域 全 均

回 概 都市

圏 く 地方部 高い

傾向 見  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 前 度 比 十勝圏 外 地域 効求人倍率 昇 幌圏 0.01 ン

ト 幌圏 除く 央圏 0.04 ント 圏 0.03 ント 0.05 ント ホ

ク圏 0.07 ント 釧路 根 圏 0.20 ント 昇 い  

 
 

■全 け 職種別 状況 和 3 度  

＜図表 2-11＞  

職種別 効求人倍

率 建設採掘 最

高く 3.77 倍 次

保安 3.74倍 生

産工程 2.14倍

い い 一方 最

い 事務 0.36

倍 い 軽作業

0.60倍

職種 効求

人倍率 大 差 見

 

殆 職種 前

度 効求人倍

率 昇 い

特 生産工程                       

0.36 ント 昇 い  

間 効求人数 最 多い サ 24.8万人 次 専門技術 22.3万

人 当該 2 職種 全体求人 約半数 占 用 大

皿 い  

一方 間 効求職者数 最 多い職種 事務 24.1万人 次 軽作業 13.8万人

求職者 人気 職種 い 求職者数 見合う十分 求人 い

効求人倍率 倍 回 求人 求職 合わ い チ 見  
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＜図表 － ＞ 

＜図表 － ＞ 
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■ 幌圏 け 職種別 状況 和 3 度  

札幌圏 ハロ ワ ク札幌 札幌東 札幌北  

＜図表 2-12＞ 

幌圏 い 効

求人倍率 最 高い

保安 4.96倍

次 建設 採掘 3.65

倍 最

い 事務 0.32

倍 次 農林漁業

0.63倍 軽作業

0.67倍 い  

農林漁業 い

全 2番目 く

い  

 

 

 

 

 

前 度 比 殆 職種 効求人倍率 昇 保安 0.67 ント 生産

工程 0.24 ント 昇 見 特 ワ ク 幌 生産工程

職種 中 機械検査 職業 い 前 度 比 効求人倍率 1.48 ント 昇 R2:1.52

倍→R3:3.00倍 大 昇 い  

 

■ 幌圏 除く 央圏 け 職種別 状況 和 3 度  

札幌圏を除く 央圏 ハロ ワ ク小樽 滝川 室蘭 岩見沢 岩 浦河 苫小牧 千歳  

＜図表 2-13＞ 

 幌圏 除く 央圏

い 効求人倍率

最 高い職種 建

設採掘 5.82倍 次
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最 い

事務 0.34倍

次 軽作業 0.68倍

い  

建設採掘 全

均 2.06

ント高く 全
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ワ ク千歳 9.29

倍 や苫 牧 8.80倍  

蘭 6.71倍 地域  
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ント 昇 R2:3.12倍 間 効求職者数 205人 間 効求人数 640人 →R3:6.81倍

間 効求職者数 154人 間 効求人数 1,048人 い   
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＜図表 － ＞ 

＜図表 － ＞ 

求人 求職数 万人  求人倍率 倍  

出典 海 労働局資料  

求人 求職数 万人  求人倍率 倍  

60 

25 
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■ 南圏 け 職種別 状況 和 3 度  

南圏 ハロ ワ ク函館  

＜図表 2-14＞ 

函館市 中心

圏 い 効求

人倍率 最 高い職種

販売 1.71 倍

次 サ 1.47

倍 専門技術 1.37

倍 い 最

い 事務 0.29倍

軽作業 0.47倍

管理 0.74 倍

い  

全 均 比

最 高い 販売 0.34

ント高く い

全 的 人手

足 保安 い  

2.44 ント く

概 く 職種 効求人倍率 地域 さく い  

 地域 前 地域 比 効求人倍率 く 厳 い 用情勢 い

管理 建設採掘 保安 職種 効求人倍率 前 度 求職者

厳 い状況 い い  

 

■ 圏 け 職種別 状況 和 3 度  

北圏 ハロ ワ ク旭川 稚 名寄 留萌  

＜図表 2-15＞ 

旭川市や稚 市

含 圏 い

効求人倍率 最 高

い職種 建設採掘

4.36 倍 次 保安

2.74倍

最 い 事務

0.45倍 次 軽作業

0.51倍 い  

ワ ク旭川

効求人倍率 0.98 倍

い 稚

1.63 倍 留萌 1.53

倍 寄 1.46 倍

倍 大 く 

超え 特  

 

ワ ク稚 管理 15.00倍 や 専門技術 5.34倍 保安 6.82倍 農林漁業 4.13

倍 4倍 求人数 ほ 多く い 求職者数 さ 少

い 多く 職種 人材 確保 困 い  

前 度 比 生産工程 0.51 ント 昇 い 事務 0.03

ント 販売 0.09 ント 効求人倍率 前 度 い 職

種 見  
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＜図表 － ＞ 

＜図表 － ＞ 

出典 海 労働局資料  

求人 求職数 万人  求人倍率 倍  

求人 求職数 万人  求人倍率 倍  

10.0 

12.0 
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■オホ ク圏 け 職種別 状況 和 3 度  

オホ ツク圏 ハロ ワ ク北見 網走 紋別  

＜図表 2-16＞ 

見市 網走市 紋別

市 抱え ホ

ク圏 い 効求人

倍率 最 高い職種

管理 6.66 倍 次

建設採掘 3.76

倍 最

い 事務 0.46

倍 軽作業 0.64 

倍 い  

特 管理 全

最 効求人倍率 高

く 中 ワ

ク 見 6.85 倍

間 効求職者数 27人

間 効求人数 185人  

 

高い倍率 い  

前 度 比 管理 や 生産工程 0.3 ント 昇 多く

職種 前 度 昇 い 専門技術 0.05 ント 販売 0.11 ント

効求人倍率 前 度 い 職種 見  

 

■十勝圏 け 職種別 状況 和 3 度  

十勝圏 ハロ ワ ク帯広  

＜図表 2-17＞ 

帯広市 抱え 十勝

圏 い 効求人倍

率 最 高い職種

建設採掘 4.46 倍

次 生産工程

3.41倍 販売 2.82

倍 い 最

い 軽作業 0.34

倍 次 事務 0.52

倍 い  

販売 や 生産

工程 職種 全

効求人倍率 最 高

く サ

や 専門技術

高水準 全  

 

人手 足感 強い地域 い  

前 度 比 保安 2.12 ント R2:4.41倍→R3:2.29倍 大

落 込 い 多く 職種 前 度 い 一方 建設採掘 0.80 ント

管理 や 生産工程 昇 効求人倍率 前 度 昇 い 職種

見  
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＜図表 － ＞ 

＜図表 － ＞ 
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■釧路 根室圏 け 職種別 状況 和 3 度  

釧路 根室圏 ハロ ワ ク釧路 根室  

＜図表 2-18＞ 

釧路 根 圏 い

効求人倍率 最 高

い職種 保安 5.10

倍 次 農林漁業

4.57 倍 建設採掘

4.00倍 い

最 い 事務

0.48 倍 次 軽作

業 0.78 倍

い  

特 農林漁業

全 最 効求人倍

率 高く 中

ワ ク根 5.82 倍

間 効求職者数

271人 間 効求人数  

 

1,578人 当該地域 農林漁業 人材確保 く い  

前 度 比 効求人倍率 職業全体 0.18 ント 昇 全 職種 前 度

回 中 保安 1.68 ント 農林漁業 0.93 ント 生産工程 0.80

ント 前 度 昇 い  

全体 求職者 増加 中 当該管 間 効求職者数 前 度 増加 い

R2:47,055人→R3:47,409人   
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 新規学卒者 障 い者等 雇用状況 

 
 
 
 

 新規学卒者 就職 離職状況   

■新規学卒者 高校 就職内定率推移        ■新規学卒者 大学 就職率推移 

 

  

＜図表 3-1 3-2＞ 

和 4 3 時点 新規高等学校卒業者 就職 定率 98.3％ 前 98.2％ 比

0.1 ント 昇 就職者数 95人 前 109人 比 14人減少 全国

均 99.2％ 0.9 ント く 全国 均 い状況 い い  

新規大学卒業者 就職率 92.4％ 前 92.8％ 比 0.4 ント 3

連 前 回 全国 均 95.8％ 3.4 ント く 全国 均 い状

況 い い  

 新型コ ウ 感染症 拡大 経営環境 悪 や 経済状況 確実性 高

各企業 新規学卒者 対 採用計画 大幅 見直 懸念さ い 和 4

3 高卒 大卒 就職 定率等 い 大 落 込 見 い  
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 和 4 3 新規高等学校卒業者 就職内定率 98.3％ 前 比 0.1 イン
ト 昇した 新規大学卒業者 就職率 92.4％ 前 比 0.4 イント低
し 全国 均 低い状況 続い い  

 
 就職後 3 内 離職率 成 30 3 卒業者 高校卒業者 43.8％ 大学卒業者

34.6％ 高卒 大卒 離職率 全国 均 高い状況 続い
い  

 
 和 4 3 卒 大学卒業者 内 就職率 59.4％ 前 比 1.7 イント低

した  
 
 和 3 民間企業 け 障 い者実雇用率 2.37％ 前 比 0.02 イント

昇す 全国 均 2.20％ 0.17 イント 回 法定雇用率 成企業
割合 50.1％ 前 比 0.8 イント低 した 全国 均 47.0％ 回

内 民間企業 け 障 い者 雇用 全国 比 進 い  
 
 季節労働者数 和 3 約 3万 8千人 前 減少す 齢別 割
合 65歳 労働者 増加傾向 高齢 離職や 少子 新
規入職者 減少 昭和 55 30万人 ピ ク 々減少 続い い  

 
 和 3 外国人労働者数 25,028人 前 比 335人減少 前 比 1.3％減 し
た 国籍別 ベトナ 最 多く全体 38.0％ 占 在留資格別 技能実習
最 多く全体 48.8％ 占 い  

 

出典 海 労働局 新規高等学校卒業者 職業紹 状況  
   ※各 3 現在 数値 

出典 海 労働局 新規大学等卒業者 就職状況 各 3 現在  

   厚生労働省 大学等卒業者 就職状況 各 4 1 現在  

＜図表 － ＞ ＜図表 － ＞ 
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出典 海 労働局 新規学卒者 過去 3 在職期間別 職状況  

■新規学卒者 就職後 内 離職率 推移 

＜図表 3-3＞ 

新規高等学校卒業者 就職 3

職率 成 30 3 卒 43.8% 前

比 0.8 ント 全国 均

36.9% 6.9 ント高く

引 全国 均 高い状況 い い  

時期 卒業 新規大学卒業者 3

職率 34.6％ 前 比 1.8

ント 全国 均 31.2%

3.4 ント高く い  

高卒 大卒 就職 3 職率

全国 均 高く 若 者 職場定着 課  

い  

 

 
 

■高校 大学卒業者 内就職割合 推移 

＜図表 3-4＞ 

新規高等学校卒業者 企業

等 就職割合 和 3 3 卒業者 93.7％

前 比 1.4 ント 昇  

一方 新規大学卒業者 い 和

4 3 卒業者 59.4％ 前 比 1.7

ント  

近 全国的 人手 足 影響 あ

就職活動 学生 売 手市場 首都圏

大企業 志望 学生 増え 企業

大学卒業者 採用

く い 感染症 拡大 地方

移 や就業 対 関心 高 若

者 就職動向 変 見  

 
 
 

 障 い者雇用 状況  

■民間企業 障害者実雇用率 推移 45.5人 規模     ＜図表 3-5＞ 

障害者 用 進法 基 く 民間企
業 障 い者実 用率 和 3 6

1 現在 2.37％ 前 比 0.02

ント 昇 過去最高
全国 均 2.20％ 0.17 ント高
く 全国 均 高い状況 い い  

 法定 実 用率 2.2％ 成
い 企業 割合 和 3 50.1％ 前

比 0.8 ント 全国
均 47.0％ 3.1 ント高く

民間企業 障 い者 用
全国 比 進 い  
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※民間企業 法定 用率 改定さ 対象企業 成 30 度 45.5人  

成 29 度 前 50人  

障害者 用 進法 改 成 25

民間企業 法定 用率 1.8％→2.0％ 対象企業

56人 →50人 成 30 民間企業
法定 用率 2.0％→2.2％ 対象企業 50人 →

45.5人 い  出典 海 労働局 民間企業 障害者 用状況  

＜図表 － ＞ 

＜図表 － ＞ 

＜図表 － ＞ 

％ 

出典 高校 文部科学省 学校基 調査  
大学 海 労働局 新規大学等卒業者 就職状況  

＜ 法定 雇用 率 成 企業 の 割 合 右軸 ＞ 

％ 
％ 
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■企業規模別実雇用率･ 成割合 

＜図表 3-6＞ 

企業規模別 障 い者実 用率 1,000人 規模 企業 2.77％ 法定 用率 成企

業割合 61.1％ 比較的高く い 45.5 人 100 人 満 企業 実 用率

2.26％ 成企業割合 49.2％ 企業 規模 障 い者 用 見  

 

 季節労働者 状況  

■季節労働者数 推移                ■雇用保険短期特例被保険者 齢別適用状況割合 

 

＜図表 3-7 3-8＞ 

積雪寒冷 いう 気象条件 季節的 環 用 繰 返 い 季節労働者 和 3

度 10 現在 建設業 中心 38,396 人 前 比 3,300 人減少 ほ

冬期間 職 余儀 くさ 専業型 季節労働者 い  

季節労働者 齢別構成 用保険短期特例被保険者 適用状況 見 55歳 全体

58.1% 占 特 65歳 36.4% 超え 近 増加傾向 い  

季節労働者 国 地域 連携 通 用 向 組 ほ 公共投資 縮 等

季節労働者 就業割合 高い建設業 事業者や就労者数 減少 高齢 職 少子

新規入職者 減少 複合的 要因 昭和 55 約 30万人 ク 々減少 い

い   

 
成 30  和元  和  和  

実雇用率 成割合 実雇用率 成割合 実雇用率 成割合 実雇用率 成割合 

45.5※～ 

100 人未満 

北海  2.02% 46.5% 2.10% 47.6% 2.23% 49.2% 2.26% 49.20% 

全 国 1.68% 44.1% 1.71% 45.5% 1.74% 45.9% 1.81% 45.70% 

対全国比  (0.34pt) (2.4pt) (0.39pt) (2.1pt) (0.49pt) (3.3pt) (0.45pt) (3.5pt) 

100～ 

300 人未満 

北海  2.09% 52.4% 2.15% 55.9% 2.18% 54.2% 2.20% 53.00% 

全 国 1.91% 50.1% 1.97% 52.1% 1.99% 52.4% 2.02% 50.60% 

対全国比  (0.18pt) (2.3pt) (0.18pt) (3.8pt) (0.19pt) (1.8pt) (0.18pt) (2.4pt) 

300～ 

500 人未満 

北海  2.18% 44.4% 2.16% 44.7% 2.16% 42.6% 2.22% 42.90% 

全 国 1.90% 40.1% 1.98% 43.9% 2.02% 44.1% 2.08% 41.70% 

対全国比  (0.28pt) (4.3pt) (0.18pt) (0.8pt) (0.14pt) (🔺1.5pt) (0.14pt) (1.2pt) 

500～ 

1,000 人未満 

北海  2.17% 40.5% 2.26% 47.1% 2.33% 50.4% 2.38% 47.20% 

全 国 2.05% 40.1% 2.11% 43.9% 2.15% 46.7% 2.20% 42.90% 

対全国比  (0.12pt) (0.4pt) (0.15pt) (3.2pt) (0.18pt) (3.7pt) (0.18pt) (4.3pt) 

1,000 人 上 

北海  2.54% 56.6% 2.66% 64.2% 2.78% 75.9% 2.77% 61.10% 

全 国 2.25% 47.8% 2.31% 54.6% 2.36% 60.0% 2.42% 55.90% 

対全国比  (0.29pt) (8.8pt) (0.35pt) (9.6pt) (0.42pt) (15.9pt) (0.35pt) (5.2pt) 

計 

北海  2.20% 48.3% 2.27% 50.4% 2.35% 50.9% 2.37% 50.10% 

全 国 2.05% 45.9% 2.11% 48.0% 2.15% 48.6% 2.20% 47.00% 

対全国比  (0.15pt) (2.4pt) (0.16pt) (2.4pt) (0.20pt) (2.3pt) (0.17pt) (3.1pt) 

300,237 

114,698 

58,986 52,568 50,022 45,150 41,696 38,396 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

S55 H19 H28 H29 H30 R1 R2 R3

出典 海 労働局 季節労働者 推移 現況  

出典 海 労働局 民間企業 障害者 用状況  

＜図表 － ＞ 

出典 海 労働局 季節労働者 推移 現況  

9.2%

8.8%

8.5%

8.7%

8.6%

20.4%

18.8%

17.8%

16.9%

16.1%

17.6%

17.4%

17.3%

16.9%

17.3%

10.7%

10.4%

10.2%

10.0%

9.4%

14.3%

13.4%

12.7%

12.3%

12.3%

27.8%

31.1%

33.5%

35.1%

36.4%

H29

H30

R1

R2

R3

＜図表 － ＞ 30歳 満 

30-44歳 45-54歳 65歳  60-64歳 

55-59歳 

※各 9 現在 短期 用特例被保険者数 

＜図表 － ＞ 
人 
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 外国人労働者 状況  

■国籍別外国人労働者数 推移            ■在留資格別外国人労働者 推移 

 

 

＜図表 3-9 3-10＞ 

外国人労働者数 成 19 届出 義務 さ 降 和 2 過去最高 更新

和 3 10 現在 25,028人 前 比 335人 前 比 1.3％減 減少  

国籍別 ト 9,519人 全体 38.0％ 最 多く 次い 中国 5,933

人 23.7％ ン 1,661人 6.6％ い 特 中国 い

前 690人減少 10.4％減 大幅 減少 い  

在留資格別 技能実習 12,223人 最 多く 全体 48.8％ 約半分 占 い

次い 専門的 技術的分野 在留資格 5,966人 23.8％ 身分 基 く在留資格 3,147

人 12.6％ い い  

 

■産業別外国人労働者 推移 

＜図表 3-11＞ 

 産業別 外国人労働者数 製造業 6,721

人 全体 26.9％ 占 最 多く 次い

農林業 3,769人 全体 15.1％ 建設業

2,673人 10.7％ 卸 売業 2,489人

9.9％ 特 製造業 中

食料品製造業 5,741人 22.9％

い  

 前 比 減少 製造業

461人減 前 比 6.4％減 卸売業 売業

104人減 4.0％減 宿泊 飲食業 92人

減 4.5％減 製造業 大

く減少 い  

 

  

8,553 
10,357 

12,946 13,400 
12,223 

3,273 

3,843 

4,637 
5,392 

5,966 

3,231 

3,749 

3,355 
2,812 

2,585 

2,432 

2,664 

2,896 
3,017 

3,147 

267 

413 

553 
742 1,106 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H29 H30 R1 R2 R3

4,939 5,781 
7,009 7,182 6,721 

2,203 
2,640 

3,087 3,460 3,769 
942 

1,404 

2,155 
2,656 2,673 

2,512 

2,670 

2,469 
2,593 2,489 

2,280 

2,525 

2,237 
1,864 1,865 

1,250 

1,663 

2,097 
2,041 1,949 

3,630 

4,343 

5,333 
5,567 5,562 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H29 H30 R1 R2 R3

7,304 7,408 7,322 6,623 5,933 

4,368 
6,260 

8,225 9,465 
9,519 

1,066 

1,326 

1,606 1,672 
1,661 

759 

869 

917 
871 

827 

1,534 

1,638 

1,778 
1,678 

1,602 

2,725 

3,525 

4,539 
5,054 

5,486 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H29 H30 R1 R2 R3

中国 

ベトナム 

リ ン 

その他 

韓国 
G7 等 

出典 海 労働局 外国人 用状況 届出状況 毎 10 現在  

卸小売業 

宿泊飲食 
教育業 

製造業 

農林業 

その他 

＜図表 －  ＞ ＜図表 － ＞ 

＜図表 － ＞ 

出典 海 労働局 外国人 用状況 届出状況(毎 10 現在 )  

24,387 人 

出典 海 労働局 外国人 用状況 届出状況 毎 10 現在  

21,026 人 

17,756 人 

25,028 人 25,363 人 

人 人 

技能実習 

専門 技術
的分  

資格外活動 

特定活動 
身分在留 

資格 

24,387 人 

21,026 人 

17,756 人 

25,028 人 

24,387 人 

21,026 人 

17,756 人 

25,028 人 

人 

25,363 人 

25,363 人 

建設業 
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 就業環境 状況 

 

 正規 非正規雇用 状況  

 

 

■非正規雇用割合 長期推移 就業構造基 調査         ■非正規雇用割合 短期推移 労働力調査  

＜図表 4-1 4-2＞ 

用者 占 非 規 用労働者 割合 成 9 22.8％ 全国 均 24.6％
く い 成 19 35.4％ 昇 全国 均 31.9％ 3.5 ント 回

逆転 全国 均 高い状況 い い  

和 3 非 規 用労働者数 85万人 前 比 2万人減少 割合 39.0％
前 比 0.5 ント 非 規 用労働者数 前 減少

割合 全国 均 36.7% 高い状況 い い  
 
■男女別 齢階層別非正規雇用労働者数 非正規雇用割合 和 3  

＜図表 4-3＞ 

男女別 齢別 非
規 用労働者 割合
男性 15 24歳 55
歳 高く

女性 全
齢階層 40％ 超え

高く い 特
女性 25-34歳 一

割合
35歳 再び 昇
齢 ほ 割合
昇 65歳 最

高く 全体
L 字 描い い  

165.2万人 146.3万人 139.4万人 127.8万人 130.4万人

52.1万人
80.2万人 86.1万人 95.7万人

89.3万人

22.8%

35.4%
38.2%

42.8%
40.6%

24.6% 31.9%

35.5%
38.2% 38.2%

0

50

100

150

200

250

10%

20%

30%

40%

50%

60%

H9 H14 H19 H24 H29

非 規雇用労働者 規雇用労働者

非 規雇用割合 北海

非 規雇用割合 全国

131万人 136万人 135万人 133万人 133万人

86万人 89万人 90万人 87万人
85万人

39.4% 39.6% 39.8% 39.5% 39.0%

37.2% 37.8%
38.2% 37.1% 36.7%

0

50

100

150

200

250

10%

20%

30%

40%

50%

60%

H29 H30 R1 R2 R3

非 規雇用労働者 規雇用労働者

 和 3 非正規雇用労働者数 85万人 前 比 2万人減少し 非正規雇用 割
合 39.0％ 前 比 0.5 イント低 した 齢階層別 非正規雇用割合 男
女 65歳 高く 特 女性 25-34歳 い た 低 す 35 歳
齢 ほ そ 割合 昇す  

 
 5 前 比較す 高齢者 非正規雇用 増加す 女性 正規雇用 全

齢階層 増加 中高 齢層 中心 大 く増加し い  
 
 間総実労働時間 138.5時間 前 比 2.7時間長く 所定内 所定外

労働時間 長く い 全国 均 136.1時間 比 2.4時間長く い  
 
 次 給休暇 取得率 59.5％ 前 昇し 全国 均 回 た一方 男性 育
児休業取得率 10.2％ 前 昇し 全国 均 13.97％ 差 縮ま
い また 65歳 高齢者 働く場所 順調 増え あ  

 
 間現金給与総額 男性 女性 前 増加し 産業別 鉱業，採
石業等 情報通信業 大幅 減少した  

6万人 17万人 21万人 25万人 16万人 4万人 5万人 10万人 10万人 11万人 7万人 2万人

4万人

3万人

3万人

3万人

6万人

8万人

5万人

7万人

11万人

15万人

13万人

8万人

40.0%

15.0%
12.5% 11.1%

28.6%

66.7%

50.0%

41.2%

52.4%

55.6%

68.4% 80.0%

45.6%

13.9%

8.9% 8.3%

26.0%

70.9%

51.1%

32.4%

48.6%

55.8% 65.7%

82.2%

0

5

10

15

20

25

30

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

15-24歳 25-34歳 35-44歳 45-54歳 55-64歳 65歳- 15-24歳 25-34歳 35-44歳 45-54歳 55-64歳 65歳-

男性 女性

非 規雇用労働者

規雇用労働者

非 規雇用割合 北海

非 規雇用割合 全国

出典 総務省 労働力調査  出典 総務省 就業構造基 調査  

万人 

規 用 労 働 者 用期間 定 い常用 用 一般職員 又 社員 呼 い 用者 
非 規 用労働者 規 用 外 ト ト 労働者派遣事業所 派遣社員 契約社員 嘱託 用者 

＜図表 － ＞ ＜図表 － ＞ 

＜図表 － ＞ 

万人 万人 

出典 総務省 労働力調査  

非 規雇用割合 北海  

非 規雇用割合 全国  
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■ 齢別 正規 非正規雇用労働者数 増減内訳 H28→R3比較  

＜図表 4-4＞ 

男性 役員 除く 用者 5 前 比

万人減少 い 規 用者

万人増加 非 規 用者 3万人減少

い 特 規 用者 45歳

増加 35-44 歳 減少 非

規 用者 65歳 増加 い 一方

25-34 歳 55-64 歳 減少 い

 

女性 役員 除く 用者 5 前 比

5 万人増加 規 用者 4

万人増加 非 規 用者 1万人増加

い 特 規 用者 45歳

増加 非 規 用者 45-54 歳

65歳 増加 い 一方 25-44歳 

減少 い  

5 前 比 人口 大幅 増加 65 歳 男性 女性 用者 増加

特 非 規 用者 男性 1万人 女性 2万人増加 非 規 用 高齢者 用 大

皿 い  

男性 規 用者 主 35-44歳 減少 中高 齢層 増加 い 一方 女性

減少 い 齢階層 く 中高 齢層 増加 女性 規 用者 大 く増加 い  

 

■ 齢別 主 理由別 非正規雇用労働者数

 

＜図表 4-5＞ 

全国的 状況 非 規 用労働者 い 理由 い 自分 都合 い時間 働
い や 家計 補 学費等 得 い 家事 育児 護等 両立 や い 通

勤時間 短い 専門的 技能等 い 自発的 非 規 用 選択 労働者
多く 全体 76.0％ い 規 職員 従業員 事 い いわゆ 意

非 規 答え 割合 全体 10.7％ 女性 7.9％ 男性 17.0％ 方
多く い  

数値 公表さ い い 全国 状況 い 意 非 規
用労働者 い 方 一定数い 考え   

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 構成比

男女計 2,064 654 32.8% 385 19.3% 217 10.9% 95 4.8% 164 8.2% 214 10.7% 85

 15-24歳 263 133 52.0% 54 21.1% 3 1.2% 12 4.7% 8 3.1% 14 5.5% 9

 25-34歳 233 68 30.4% 23 10.3% 31 13.8% 10 4.5% 16 7.1% 35 15.6% 10

 35-44歳 320 81 26.0% 57 18.3% 74 23.7% 12 3.8% 19 6.1% 37 11.9% 14

 45-54歳 432 122 29.0% 107 25.4% 63 15.0% 19 4.5% 26 6.2% 48 11.4% 18

 55-64歳 423 122 29.9% 73 17.9% 34 8.3% 23 5.6% 44 10.8% 50 12.3% 19

 65歳 394 129 34.5% 71 19.0% 12 3.2% 20 5.3% 51 13.6% 30 8.0% 16

男性 652 187 30.2% 75 12.1% 8 1.3% 28 4.5% 82 13.2% 105 17.0% 26

 15-24歳 124 63 52.9% 23 19.3% 0 - 6 5.0% 5 4.2% 7 5.9% 4

 25-34歳 78 19 25.7% 5 6.8% 1 1.4% 3 4.1% 7 9.5% 19 25.7% 3

 35-44歳 57 13 24.1% 2 3.7% 1 1.9% 3 5.6% 6 11.1% 15 27.8% 3

 45-54歳 61 13 22.4% 2 3.4% 2 3.4% 3 5.2% 7 12.1% 18 31.0% 3

 55-64歳 132 22 17.7% 11 8.9% 2 1.6% 6 4.8% 22 17.7% 26 21.0% 6

 65歳 200 58 30.7% 31 16.4% 2 1.1% 7 3.7% 35 18.5% 20 10.6% 8

女性 1,413 467 34.0% 310 22.5% 209 15.2% 67 4.9% 82 6.0% 109 7.9% 59

 15-24歳 139 70 51.9% 30 22.2% 2 1.5% 6 4.4% 3 2.2% 7 5.2% 5

 25-34歳 155 48 32.0% 18 12.0% 31 20.7% 7 4.7% 9 6.0% 16 10.7% 7

 35-44歳 263 68 26.5% 54 21.0% 73 28.4% 9 3.5% 13 5.1% 22 8.6% 11

 45-54歳 371 109 29.9% 105 28.8% 61 16.8% 16 4.4% 19 5.2% 31 8.5% 15

 55-64歳 291 100 35.5% 62 22.0% 32 11.3% 17 6.0% 21 7.4% 23 8.2% 13

 65歳 194 71 38.4% 40 21.6% 10 5.4% 12 6.5% 16 8.6% 11 5.9% 8

全国
R3

非 規

労働者

(R3)

総数

自分 都合

い時間 働

い

家計 補 学

費等 得 い

家事 育児

護等 両立 や

い

通勤時間 短い 専門的 技能等

い

規 職員 従

業員 事

い

65歳  

25-34歳

25-34歳
25-34歳

35-44歳

35-44歳

45-54歳 45-54歳

45-54歳

55-64歳

55-64歳

55-64歳

65歳-

65歳-

65歳-

-5

-4

-3

-2

-1

0

1

2

3

4

5

6

規雇用 非 規雇用 規雇用 非 規雇用

男性 女性

出典 総務省 労働力調査  

＜図表 － ＞ 

＜図表 － ＞ 

増加 

減少 

出典 総務省 労働力調査  

万人 ％  

万人 
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 労働時間 状況  

■ 間労働時間 推移 常用労働者 事業所規模 5人  

 

＜図表 4-6＞ 

 和 3 間総実労働時間 常用労働者 事業所規模 5人 138.5時間 前 比 2.7

時間増加 所定 労働時間 129.5時間 前 比 2.4時間増加 所定外労働時間

9.0時間 前 比 0.3時間増加  

所定 労働時間 全国 均 126.4 時間 3.1 時間長く 所定外労働時間 全国 均

9.7時間 0.7時間短く 総実労働時間 全国 均 136.1時間 2.4時間

長く 全国 均 差 前 0.7時間 比 大 く い  

法 時間外労働 限規制 長時間労働 是 働 方改革 進 中

間総実労働時間 6 ぶ 前 回  

 

■就業形態別 間総実労働時間 推移            ■就業形態別 間 所定外 労働時間 推移 

  

＜図表 4-7 4-8＞ 

和 3 間総実労働時間 一般労働者 164.3時間 前 比 1.0時間増加

トタ 労働者 81.5時間 前 比 2.6時間増加  

和 3 所定外労働時間 い 一般労働者 12.2時間 前 比 0.3時

間増加 トタ 労働者 1.9時間 前 比 0.2時間減少  

働 方改革 国全体 進 中 一般労働者 トタ 労働者 労働時間 減少

来 い 和 3 い 一般労働者 トタ 労働者 間総実労働時間 増加

所定外 労働時間 トタ 労働者 労働時間 減少 い  

 

出典 海 毎 勤労統計調査 地方調査 厚生労働省 毎 勤労統計調査  

170.4
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164.3
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88.1
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78.9
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H29 H30 R1 R2 R3

時間 一般労働者 常用 目盛

パ トタ ム労働者 常用 右目盛

13.1
12.6 12.6

11.9 12.2
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2.9 
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H29 H30 R1 R2 R3

時間
一般労働者 常用 パ トタ ム労働者 常用

出典 海 毎 勤労統計調査 地方調査 事業所規模 5人  出典 海 毎 勤労統計調査 地方調査 事業所規模 5人  

＜図表 － ＞ 

＜図表 － ＞ ＜図表 － ＞ 

総労働時間 所定内労働時間：時間  所定外労働時間：時間  
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所定外労働時間 北海総実労働時間 北海  所定 労働時間 北海  

所定 労働時間 全国  所定外労働時間 全国  

総実労働時間 北海  

総実労働時間 全国  
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 働 やすい就業環境 整備状況  

■ 次 給休暇取得率 推移                         ■男女別育児休業取得率 推移 

 

＜図表 4-9 4-10＞ 

和 3 次 給休暇 得率 59.5％ 前 比 3.4 ント 昇 全国 均

56.6％ 2.9 ント高く 5 ぶ 全国 均 高い状況  

育児休業 得率 女性 い 和 3 88.2％ 前 比 3.4 ント

全国 均 85.1％ 高く い 男性 い 10.2％ 前 比 4.3 ント

昇 全国 均 13.97％ 比 3.77 ント く い  

ワ ク ン 推進 男女 次 給休暇や育児休業 得 や い職場

環境 整備 求 中 男性 育児休業 得率 長期的 見 昇 い

依然 全国 均 く い  
 

■高 齢者雇用確保措置 実施状況                     ■70歳 働け 制度 あ 企業 状況 

 

＜図表 4-11 4-12＞ 

高齢者等 用 安定等 関 法 基 65歳 高齢者 用確保措置 あ 企業 常
時 用 労働者 31人 企業 和 3 6 1 現在 6,844社 前 比 591

社増加 報告 義務 い 6,856社 99.8％ 高齢者 用確保措置 あ
企業 う 用制度 入 4,674 社 全体 66.4％ 定 引 1,845 社
28.1％ 定 制 廃 325社 5.5％ い  

70 歳 働 制度 あ 企業 2,676 社 前 比 627 社増加 報告企業全体
39.0％ 占 い  

和 3 4 改 高 齢者 用安定法 施行さ 70歳 就業機会確保措置 講
力義務 さ い 70 歳 働 制度 あ 企業 々増加

高齢者 働 や い環境 整備さ あ  
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出典 海 就業環境実態調査 厚生労働省 就労条件総合調査  出典 海 就業環境実態調査 厚生労働省 用均等基 調査  

出典 海 労働局 高 齢者 用状況  出典 海 労働局 高 齢者 用状況  

＜図表 － ＞ ＜図表 － ＞ 

＜図表 － ＞ ＜図表 － ＞ 
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 賃金 状況  
 
■ 間現金給与総額 推移               ■ 目 実質賃金指数等 推移 

 

＜図表 4-13 4-14＞ 

 和 3 間現金給 総 男女計 292,281 前 比 4,979 増加

う 男性 373,133 前 比 6,853 増加 女性 204,486 前 比 1,320

増加 男女 現金給 総 前 比 増加  

 間現金給 総 成 27 基準 目 実質 伸び い 3 ぶ

目 実質 賃金 前 増加  

 

■産業別 間現金給与総額 和 3 事業所規模 5人  

＜図表 4-15＞ 

和 3 現金給 総

全国 均

319,461

27,180 く

依然 全国

均 比 大 差

見  

主 産業別 比

建設業 宿泊業

飲食サ 業 教育

学習支援業 医療 福

祉 全国 均

回 い

多く 産業 全国

均 回 特

製造業 約 9 万

鉱業 採石業等 や

情報通信業 約 7万

大 差 見  

前 比 多く 産業 現金給 総 減少 特 鉱業 採石業等 前 比

18.2％減少 情報通信業 14.1％減少 給 減少 顕著 見  
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出典 海 毎 勤労統計調査 地方調査 事業所規模 5人  出典 海 毎 勤労統計調査 地方調査 事業所規模 5人  
      総務省 消費者物価指数  

＜図表 － ＞ ＜図表 － ＞ 

 ＜図表 － ＞ 

＜図表 － ＞ 

前年比 % 前年比 %

1 .7 0 .3 🔺27,180

▲ . 11.9 🔺74,118

6.5 ▲ .

1.9 2.0 🔺93,804

▲ . 1.1 🔺68,180

▲ . ▲ . 🔺80,716

3.8 0.4 🔺13,686

3.4 2.1 🔺38,455

3.1 ▲ . 🔺63,354

11.3 5.4 🔺64,510

3.6 ▲ . 🔺19,198

7.8 ▲ .

8.8 1.3 🔺15,145

▲ . ▲ .

▲ . ▲ .

0.1 ▲ .

1.8 3.4 🔺43,007

宿泊業 飲食サ ビス業

生活関連サ ビス等

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サ ビス 業

その他のサ ビス業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産 物品賃貸業

学術研究等

均 全国 均
道と全国との差

産　　業　　計
鉱業，採石業等

建設業

製造業

電気  ガス業

出典 厚生労働省 毎 勤労統計調査 海 毎 勤労統計調査 地方調査 事業所規模 5人  
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参考 新型コロナウイルス感染症 雇用 影響 い  

■就業者 完全失業者等 状況 

図表 5-1＞ 

 和 3 完全失業者数 8万人 和元
比 1 万人 増加 一方 就業者

数 260 万人 和元 比 6 万人 減
少 特 就業者 男性 比 女性
方 大 く減少 男性🔺2 万人 女性🔺4 万

人  

就業者 う 規 用者 133万人
和元 比 2万人減少 主

男性 規 用者 減少 い 一方 非
規 用者 85万人 和元 比 5万人
減少 主 女性 非 規 用者 減
少  

就業者 数 あ 休業者 い
コ 禍前 水準 比 依然

高く い  

 和元 人口減少 く中 就
業者数 増加 完全失業者数 減少傾向
推移 い 感染拡大 影響 幅広
い産業 経済活動 抑制さ 和 2

い 就業者数 減少 転 完全失業者 

数 増加 転 就業者数等 動  

大 変 見 和 3 い
新型コ ウ 感染症 影響 い

依然 厳 い状況 あ  

 

 

 

 

■ 齢階層別就業率 失業率 推移 

＜図表 5-2＞ 

和 就業率 全体
56.1％ 和元 比 0.6

ント 齢階層別 見
15-24 歳 1.0 ント 25-34 歳

0.6 ント 35-44歳 0.2

ント 45-54 歳 1.6 ント
一方 55-64 歳 齢階層

就業率 昇傾向 見  

和 完全失業率 全
体 3.0％ 和元 比 0.4

ント 昇 齢階層別
見 15-24 歳 1.9 ント
25-34歳 1.3 ント 65歳

0.7 ント 昇 15-24 歳
男性 3.4 ント 女性 0.4

ント 昇 比
較的若 層 完全失業率 昇
見  

 

 

 

総数 15-24歳 25-34歳 35-44歳 45-54歳 55-64歳 65歳

2022(R3) 56.1% 46.4% 83.2% 83.0% 83.4% 75.2% 21.7%

2019(R1) 56.7% 47.4% 83.8% 83.2% 85.0% 73.0% 21.8%

増減 🔺0.6pt 🔺1.0pt 🔺0.6pt 🔺0.2pt ▲1.6pt 2.2pt ▲ .1pt

2022(R3) 66.0% 45.9% 89.1% 91.7% 91.5% 86.6% 31.1%

2019(R1) 66.4% 45.1% 90.6% 92.0% 92.4% 86.3% 30.7%

増減 🔺0.4pt 0.8pt 🔺1.5pt 🔺0.3pt 🔺0.9pt 0.3pt 0.4pt

2022(R3) 47.5% 47.0% 76.8% 74.4% 75.9% 64.9% 15.0%

2019(R1) 48.2% 50.2% 77.0% 74.5% 77.9% 60.9% 15.3%

増減 🔺0.7pt 🔺3.2pt 🔺0.2pt 🔺0.1pt ▲2.0pt 4.0pt ▲0.3pt

総数 15-24歳 25-34歳 35-44歳 45-54歳 55-64歳 65歳

2022(R3) 3.0% 5.0% 4.4% 2.9% 2.5% 2.7% 2.1%

2019(R1) 2.6% 3.1% 3.1% 3.0% 2.2% 2.3% 1.4%

増減 0.4pt 1.9pt 1.3pt 🔺0.1pt 0.3pt 0.4pt 0.7pt

2022(R3) 3.3% 6.2% 5.4% 2.5% 2.3% 2.5% 2.7%

2019(R1) 2.7% 2.8% 3.1% 3.3% 2.1% 2.4% 2.3%

増減 0.6pt 3.4pt 2.3pt 🔺0.8pt 0.2pt 0.1pt 0.4pt

2022(R3) 2.7% 3.8% 3.2% 3.4% 2.4% 3.0% 1.3%

2019(R1) 2.4% 3.4% 3.1% 2.8% 2.3% 2.2% 0.7%

増減 0.3pt 0.4pt 0.1pt 0.6pt 0.1pt 0.8pt 0.6pt

男
女
計

男
性

女
性

就業率

男
女
計

男
性

女
性

完全失業者率

出典 総務省 労働力調査  

＜図表 － ＞ 

＜図表 － ＞ 

出典 総務省 労働力調査  

15歳 人口 469万人 466万人 464万人

  (男性) 218万人 217万人 216万人

  (女性) 250万人 249万人 247万人

完全失業者 7万人 8万人 8万人

  (男性) 4万人 5万人 5万人

  (女性) 3万人 3万人 3万人

就業者 266万人 262万人 260万人

  (男性) 145万人 144万人 143万人

  (女性) 121万人 118万人 117万人

う 規 用 135万人 133万人 133万人

  (男性) 90万人 88万人 88万人

  (女性) 45万人 45万人 45万人

う 非 規 用 90万人 87万人 85万人

  (男性) 27万人 27万人 26万人

  (女性) 63万人 59万人 59万人

休業者＞ 7万人 10万人 9万人

  (男性) 3万人 4万人 4万人

  (女性) 4万人 6万人 5万人

完全失業率 2.6% 3.0% 3.0%

  (男性) 2.7% 3.0% 3.3%

  (女性) 2.4% 2.9% 2.7%

就業率 56.7% 56.2% 56.1%

  (男性) 66.4% 66.3% 66.0%

  (女性) 48.2% 47.5% 47.5%

和元 和2 和3

＜図表 － ＞ 
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■ 間 効求人倍率 別推移 

＜図表 5-3＞ 

 間 効求人倍率 新型コ

ウ 感染症 影響 全国 対象

緊急事態 言 発出さ 和 2 4

1倍 割 込 和 2

盛 返 動 見

和 3 入 再び 1倍 回 推移

和 3 10 1 倍 回

い コ 禍前 水準 回

い い状況 い い  

 

 

 

■雇用保険資格喪失者数等 前 度比推移 

＜図表 5-4＞ 

 別 用保険 資格喪失者数 減少

傾向 い 和 3 増加傾向

い 資格喪失者 中 労働者

意思 い 事業主都合 職

用保険資格 喪失 者

和 2 3 前 比 50％ 増加

7 前 比

100％ 増加 コ 禍序

盤 大 く増加 一 落 着い

状況 い  

 

 

 

■職種別 効求人倍率 求人 求職者数 和 3 度  

 

＜図表 5-5＞ 

和 3 度 効求人

倍率 和元 度 比

全体 0.21 ント

中 宿泊業

飲食業 関連 職種 あ

給 接 サ

い 求人数 大 く

減少 求職者

数 大 く増加

効求人倍率 大幅

観光 減

少や営業自粛 新型コ 

 

ウ 感染症等 影響 強く わ  

求職者数 生産工程 軽作業 外 和元 度 増加 くく人手

足 い 保安 や 農林漁業 輸送運転 建設 採掘 職種 増加 い  

増減(R3-R1) 和元 度比 和元 度比

1.00倍 🔺0.23pt 240人 - 239人 22.6%

1.65倍 🔺0.16pt 18,622人 1.2% 11,275人 11.1%

0.36倍 🔺0.07pt 7,183人 🔺15.9% 20,112人 1.4%

1.39倍 🔺0.26pt 8,021人 🔺14.5% 5,789人 2.0%

2.10倍 🔺0.54pt 20,650人 🔺16.0% 9,852人 5.9%

ホ ケ ワ 3.06倍 🔺0.14pt 9,383人 🔺3.7% 3,067人 0.90%

調理人 調理見習い 2.08倍 🔺0.62pt 5,222人 🔺16.8% 2,514人 8.3%

給 接 サ 1.30倍 🔺1.22pt 2,569人 🔺42.7% 1,970人 10.6%

3.74倍 🔺0.58pt 2,074人 🔺5.7% 555人 9.0%

1.98倍 🔺0.15pt 1,448人 11.9% 732人 20.8%

2.14倍 0.09pt 7,162人 🔺4.8% 3,343人 🔺8.9%

1.69倍 🔺0.28pt 5,427人 🔺4.8% 3,211人 10.8%

3.77倍 🔺0.07pt 5,653人 10.4% 1,501人 12.5%

0.60倍 0.17pt 6,910人 🔺17.2% 11,483人 🔺40.7%
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倍 

点線 全国 効求人倍率の推移 

実線 効求人倍率の推移 
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赤色点線 資格喪失者数の前 比推移 

% 

コロナ禍 

水色 業主都合離職による喪失者数の前 比推移 
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